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1. はじめに 

世界規模で生じている金融危機が今後の社会基盤づくりのた

めの財源確保に大きな影を落としていることを否めない．ｺｽﾄ･

ｴﾌｪｸﾃｨﾌ゙ な社会基盤づくりの必要性は以前にも増して叫ばれて

いるようになっているが，過去と変わらず，今後も変わらない

のは，社会基盤づくりのための計画作成や政策立案のために必

要なﾃ゙ ﾀーをどうやって充分に持続して取得するとのことである． 

交通分野の場合，例えば，交通日誌調査（ﾊ゚ ｿーﾝﾄﾘｯﾌ゚ (PT)調

査）や活動日誌調査に代表される調査は長期交通計画の作成や

交通需要管理政策の立案にとって欠かせないが，近年その実施

が益々 困難になりつつある．その理由が複雑である．計画や政

策の意思決定ﾌ゚ ﾛｾｽの不透明性，科学的な手法に対する行政の理

解の欠如や手法の使い勝手の悪さ，ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ業界の技術革新の遅

れや技術革新における産学官連携の欠如などが間接的な原因で

あろうが，その直接的な原因の1 つには，PT調査のような調

査が高額な予算を必要とすることが挙げられよう．そのため，

国からの予算支援があっても，地方自治体分担分については，

少子高齢化の進展や長期的な経済不況などによる税収が減り，

その財源の確保が益々 難しくなっている．一方，交通調査を取

り巻く社会情勢の大きな変化として，政府や民間部門において

多発する個人情報漏洩事件を受けて2003 年に成立した個人情

報保護法がある．これによって，市民の個人情報保護意識がよ

り高まってきている．しかし，近年行政活動への住民参加は盛

んになりつつあるという事実もある．交通計画や政策の意思決

定ﾌ゚ ﾛｾｽに係るｱｸﾀー は政府，企業と市民社会に大雑把に分けられ

る．政府が企業や市民からの税金などをもとに責任をもって交

通計画の作成や政策立案を行うのは無論のこと，企業と市民が

それに対して協力する必要があり，またそれが求められている． 

このような背景の中で，自己申告型調査 1)~3)が提案されてい

る．自己申告型調査自己申告型調査自己申告型調査自己申告型調査とはとはとはとは，，，，まちづくりにまちづくりにまちづくりにまちづくりに必要必要必要必要なななな市民市民市民市民のののの情報情報情報情報をををを，，，，

市民市民市民市民がががが行政行政行政行政のののの指示指示指示指示にしたがってにしたがってにしたがってにしたがって自分自分自分自分のののの都合都合都合都合にににに合合合合わせてわせてわせてわせて自主的自主的自主的自主的

にににに継続継続継続継続してしてしてして申告申告申告申告するするするする調査調査調査調査ｼｽﾃﾑｼｽﾃﾑｼｽﾃﾑｼｽﾃﾑのことを指す．このこのこのこの調査調査調査調査手法手法手法手法はははは，，，，

いつでもいつでもいつでもいつでも，，，，だれでもだれでもだれでもだれでもｱｸｾｽｱｸｾｽｱｸｾｽｱｸｾｽすることのできるすることのできるすることのできるすることのできる調査調査調査調査ｼｽﾃﾑｼｽﾃﾑｼｽﾃﾑｼｽﾃﾑがががが存在存在存在存在するするするする

ことをことをことをことを前提前提前提前提にしているにしているにしているにしている．．．．そこで，本研究では，著者らが実施し

括的に示し，それを実際に実施する場合の課題を整理する．    

 

た以下の2つの調査を用いて自己申告型調査の適用可能性を総 

(1) 広島県民を対象としたｳｪﾌ゙ 調査（235人） 

(2) 東京 23 区と政令指定都市の住民を対象としたｳｪﾌ゙ SP

調査（4,000ｻﾝﾌ゚ ﾙ） 

 

2. 自己申告型調査の特徴と意義 

2.1 既存調査手法の問題点 

既存の調査手法には，郵送配布・郵送回収，郵送配布・電話

ﾋｱﾘﾝｸ゙ ，電話による事前ｺﾝﾀｸﾄと事後ﾋｱﾘﾝｸ゙ ，電話による事前ｺ

ﾝﾀｸﾄと事後の訪問調査，訪問調査などがある．これらの調査は

通常，調査期間が短く，厳しい提出期限を設けている．このよ

うな調査手法は完全に調査側の都合を優先し，被験者の都合を

あまり丁寧に考慮しておらず，回収率が非常に低い．この低い

回収率をｶﾊ゙ ｰするために，通常必要以上に多くの調査票を配布

せざるを得ない．特に訪問調査の場合，1ｻﾝﾌ゚ ﾙを回収するのに

2，3 回訪問するｹー ｽも少なくない．よって，既存の調査手法の

調査効率が極端に悪い．そして，確かに調査参加を拒否する市

民がいる一方，母集団の属性を代表することが可能で，自分の

情報を提供したい市民も少なくないが，既存の調査ではこれら

の市民をうまくｻﾝﾌ゚ ﾘﾝｸ゙ できていないかもしれない．さらに，

既存調査手法既存調査手法既存調査手法既存調査手法はははは通常，代表的な１日の行動のみを調査する．こ

れは長期的な計画を作成するための基礎的な情報を提供できて

も，市民行動市民行動市民行動市民行動のののの日日日日々々々々変動変動変動変動，，，，曜日変動曜日変動曜日変動曜日変動やややや季節変動季節変動季節変動季節変動，，，，あるいはあるいはあるいはあるいは，，，，状状状状

況的況的況的況的なななな変化変化変化変化をををを捉捉捉捉えることができていないえることができていないえることができていないえることができていないのは，ﾏﾈｼ゙ ﾒﾝﾄが益々

重要になっている今日においてやはり問題である． 

2.2 自己申告型調査の特徴 

(1) いつでも，だれでも調査への参加が可能 

自己申告型調査では，いつでも，だれでも調査ｼｽﾃﾑにｱｸｾｽで

きるようにしているので，被験者が自分の都合に合わせて好き

な時に調査に参加することができるため，理論的には1年365

日全ての日における行動ﾃ゙ ﾀーの取得が可能である．このように，

既存の調査手法では通常，母集団の代表性を反映した数ﾊ゚ ｾーﾝﾄ

の市民を事前に抽出することになっているが，自己申告型調査

では，様々 な時間ｽｹー ﾙにおけるいろいろな状況下での行動をよ

り多くの人々 から収集できる仕組みが，用意されている． 

(2) 安価な調査費用 

既存の調査手法では調査票を配布・回収し，ﾃ゙ ﾀーを入力する

作業が伴うのに対して，自己申告型調査はこれらの作業を必要

としない．調査票の配布・回収・ﾃ゙ ﾀー入力に必要な高額な人件

費が不必要となり，自己申告型調査は相当安くなろう．確かに

自己申告型調査はｳｪﾌ゙ のような調査ｼｽﾃﾑを必要とするが，1)ﾃ゙

ﾀーの欠損・論理ﾁｪｯｸをPC上で容易に実施できること，2)調査

ｼｽﾃﾑが繰り返して使えること，3)調査票の印刷や封筒入れが不
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必要であること，郵送回収の場合，調査票の回収郵送代が要ら

ないことを考えると，調査ｼｽﾃﾑを用意することは高くなかろう． 

(3) 母集団の代表性を保証する仕組み 

市民自らが自己申告型調査にｱｸｾｽしてもらうことが前提であ

るため，調査参加の周知方法がｶｷ゙ の 1 つであろう．ｳｪﾌ゙ 上で

調査ｼｽﾃﾑを構築することを想定すれば，どれだけのｻﾝﾌ゚ ﾙを集め

ることができるかを別にして，母集団の属性分布に合うように

参加者を容易に募集することが可能である．言い換えれば，母

集団の属性分布になるまで参加者を募集し続けばいい． 

(4) 被験者にやさしい調査システム 

調査ｼｽﾃﾑへのｱｸｾｽが自由なので，被験者が自分の都合に合わ

せて調査に参加することが可能である．よって，既存の調査手

法と比べて自己申告型調査への参加しやすさがより高いと考え

られる．紙媒体を中心とする既存調査では，調査費に直接に手

書きで記入する必要があるため，手間がかかる．一方，ｳｪﾌ゙ 型

自己申告型調査の場合，ｺﾝﾋ゚ ｭー ﾀさえに慣れれば入力の手間があ

まりかからない．被験者が直接にｺﾝﾀｸﾄされないので，調査員へ

の気兼ねが不要である．また，調査内容を容易に変更すること

が可能であるため，いろいろな調査ﾆー ｽ゙ を柔軟に反映すること

が可能である．調査票などに不備があった場合，再調査を容易

に実施することが可能である．調査期間を柔軟に設定すること

も可能である．さらに調査結果をｺﾝﾋ゚ ｭー ﾀ上に容易に処理するこ

とが可能であるため，調査結果を迅速に公表することができる． 

(5) 被験者の特定に手間がかからない 

通常のPT調査の場合，被験者を訪問したり電話でｺﾝﾀｸﾄした

りするが，被験者が自宅にいない場合が少なくないため，再訪

問したり，代替的な被験者を探したりする手間が非常にかかる．

これに対して，被験者が自由に参加できる自己申告型調査の場

合，このような手間が要らない． 

2.3 自己申告型調査の意義 

無論，自己申告型調査にも幾つかの問題がある．既存の調査

手法は特定の1日における交通行動を集中的に調べることが可

能であるため，調査期間が短い．しかし，前述のように，この

短い調査期間の設定の代償も大きい．これに対して，時間的に

あるいは状況的に変化する人々 の行動や意識を捉えるために，

自己申告型調査手法によるﾃ゙ ﾀーの収集に確かに時間がかかるか

もしれない．しかし，市民の行動や意識の変化を本気に捉え，

それを計画や政策に反映したいなら，このような調査時間は本

来必要な時間である．重要なのは，必要な調査を事前にもっと

綿密に計画・準備しておくことである．一時的な予算による一

過性の調査を実施するのではなく，計画の作成や政策立案を“計

画的に”行うことが肝要である． 

まちづくりの計画作成や政策立案に必要なﾃ゙ ﾀーを持続的に取

得することが欠かせない．自己申告型調査の場合，調査効率性

が高く，調査費用を削減することが可能である．その結果，持

続的なまちづくりに寄与することができる． 

自己申告型調査ｼｽﾃﾑを構築することにより，市民と行政との

間に明確な“give & take”行為が生まれる．市民は，自分の個人

情報を提供する見返りとして，行政にその情報がどのように活

用されるかを求めるのであろう．それに応えるため，行政がま

ちづくりの計画作成や政策立案をもっと綿密に準備し，そして，

その結果を公表するのであろう． 

 

3. 調査データの概説 

本研究では，自己申告型調査の適用可能性を実証するため 2

種類のｳｪﾌ゙ 調査を実施した．家庭訪問調査を実施したほうがい

いと思われるが，いろいろな属性の被験者をﾊ゙ ﾗﾝｽよく選定する

のは容易ではない．そこで，ｳｪﾌ゙ 調査を実施する着想に至った．

まず，ﾊ゚ ｲﾛｯﾄ調査として2008年3月に広島県在住のYahoo！

ﾘｻー ﾁ調査会社ﾓﾆﾀー を対象に調査導入の賛否度や，参加条件を明

示しない場合の参加意向と参加頻度を調べた1),2)．また，反対で

ない被験者に対して，調査参加ｲﾝｾﾝﾃｨﾌ゙ （謝金やﾎ゚ ｲﾝﾄ），希望

する調査媒体と周知方法なども尋ねた。687人に依頼した結果，

235人から有効な回答を得た．回答率が34.2%であった．次に，

本格調査として2008年12月に東京23区と政令指定都市在住

者のｳｪﾌ゙ 調査会社(株)ｸﾛｽ･ﾏー ｹﾃｨﾝｸ゙ のﾓﾆﾀー を対象に，参加条件

を明示した場合の参加意向と参加頻度をSP調査により調べた
3)．1000人の目標有効ｻﾝﾌ゚ ﾙを回収するのに，14000人に依頼し

た．結果として，回答率が7%であった．SP調査の実施（1人

当たり4つのSP ﾌ゚ ﾛﾌｧｲﾙに回答）がこのような低い回答率を招

いてしまった． 

SP 調査では，ﾊ゚ ｲﾛｯﾄ調査の結果を参考に，「調査の内容」

「回答時間」「ﾃ゙ ﾀーの活用目的」「周知媒体」「他人の参加率」

「謝金の有無」の6つの条件を設定した．「調査の内容」とし

て，ﾄﾘｯﾌ゚ 形式（通常のPT調査）とｱｸﾃｨﾋ゙ ﾃｨ形式（活動日誌調

査：AD）の2水準を設定した．「回答時間」として，15分と

30分の2水準を設定した．「ﾃ゙ ﾀーの活用目的｣として，調査の

目的が短期施策と長期戦略の2水準を設定した．「周知媒体」

は調査参加の呼び掛けをｲﾝﾀー ﾈｯﾄ･ﾒー ﾙ，新聞，ﾃﾚﾋ゙ ，ﾎ゚ ｽﾀー ･ﾁﾗｼ

の4水準を設定した．「市民の参加率」として，従来のPT調

査の抽出率を考えて5％，製品の普及率が16％を超えるとそれ

が自然に広まっていく（ｲﾉﾍ゙ ﾀーー 理論）ことを考えて 20％，調

査が過半数に行き渡ったことを表現するため 50％の 3 水準を

設定した．ｲﾝｾﾝﾃｨﾌ゙ の影響を調べるために「謝金の有無」とい

う条件を提示した．具体的には1年の調査の予算を100万円と

仮定して3種類の方法で配分したものと，謝金を与えないもの

の計4水準を設けた．配分する場合，謝金は公共交通活性化を

目的とした1000円分のﾊ゙ ｽｶー ﾄ゙ ，都心活性化を目的とした都心

でしか使えない1万円の商品券，制限なく使える現金10万円

の3種類で，それぞれ年1度の抽選で1000名，100名，10名

に当たり，参加回数に応じて当選確率が上がるように設定した． 

前述の6つの条件を直交表で組み合わせた結果，16 ﾌ゚ ﾛﾌｧｲﾙ

を得た．回答負担を減らすため，1人につき4 ﾌ゚ ﾛﾌｧｲﾙを回答し

てもらうことにした．参加意向について，「参加する」「たぶ

ん参加する」「たぶん参加しない」「参加しない」という4段

階評価法で尋ねた．参加頻度について，ｶﾃｺ゙ ﾘﾃ゙ ﾀーではなく具体

的な参加回数を答えてもらった．なお，調査では，職業，最終

学歴，1日の自由活動時間，ｲﾝﾀー ﾈｯﾄの利用頻度，公的機関が行

う活動に協力義務があるかどうか，ﾎ゙ ﾗﾝﾃｨｱ活動への興味と参加

実態なども尋ねた． 



4. 自己申告型調査参加の母集団代表性の評価 

ﾊ゚ ｲﾛｯﾄ調査の結果，自己申告調査の導入に“賛成か大賛成”す

ると答えたのは全体の 40.7%で，“反対と大反対”と答えたのは

わずか9.8%で，残りの49.5%は“どちらともいえない”と答えた．

反対意見を示していない被験者の調査への参加意向を尋ねたと

ころ，88.3%は参加する意思があると答えた．全ｻﾝﾌ゚ ﾙを母集団

とみなし，参加意向を示したｻﾝﾌ゚ ﾙ(76.7%)の属性と全ｻﾝﾌ゚ ﾙの属

性を比較した結果を表1に示す．各個人属性の構成割合，公共

活動への参加義務とﾎ゙ ﾗﾝﾃｨｱ活動の割合について，参加者と全ｻ

ﾝﾌ゚ ﾙの値に差が非常に小さく，χ2検定の結果，その差が統計的

に認められないことが分かった．一方，SP 調査の結果，いろ

いろな条件下の参加意向を確認したところ，平均して50%の被

験者が自己申告型調査に参加する意向を示した．これらの被験

者と全ｻﾝﾌ゚ ﾙの属性を比較した結果を上記と同じ表 1 に示す．

ﾊ゚ ｲﾛｯﾄ調査と同様に，個人属性の構成割合について参加者と全

ｻﾝﾌ゚ ﾙの値に差が統計的に認められないことが分かった．また，

ｲﾝﾀー ﾈｯﾄ利用頻度，公共活動への参加義務とﾎ゙ ﾗﾝﾃｨｱ活動につい

ても，参加者と全ｻﾝﾌ゚ ﾙの値には統計的な差異がなかった． 

 

5. 最も厳しい条件下での自己申告型調査への参加意向 

参加条件を明示しない場合，広島県在住のｳｪﾌ゙ 調査ﾓﾆﾀー を対

象に実施したﾊ゚ ｲﾛｯﾄ調査の結果，76.7%の被験者が自己申告型

調査に参加すると答え，その平均参加回数が年 3 回であった．

一方，本格的なSP調査の結果，設定されたいろいろな参加条

件のもと，平均的な傾向として，被験者の半数が「参加する」

「たぶん参加する」と答え，参加意向の強さが伺える．参加頻

度について，参加者について最も多かったのは少なくとも週 1

回の参加（24%）で，少なくとも月1回の参加は12%であった．

毎日参加してもいいと答えたのは全体の10%も占めている．全

ｻﾝﾌ゚ ﾙでみる平均参加頻度は28回/年である．ここで，まず参加

意向と参加頻度に影響する要因を分析し，次に最も厳しい条件

での参加意向を明らかにする． 

参加意向については，「参加する」「たぶん参加する」「た

ぶん参加しない」「参加しない」という4段階評点を目的変数

とした順序づけﾌ゚ ﾛﾋ゙ ｯﾄﾓﾃ゙ ﾙを構築した．参加頻度（回/月）を

ﾎ゚ ｱｿﾝ回帰ﾓﾃ゙ ﾙにより表現した．両ﾓﾃ゙ ﾙの推定結果を表 3 に示

す．なお，SP調査では，提示した属性がSP回答に影響したか

どうかを尋ねており，その影響をﾀ゙ ﾐー 変数の導入により両ﾓﾃ゙ ﾙ

のなかに反映した． 

参加意向を向上させる要因として，調査形式ではPT形式，

回答時間では15分，周知媒体ではｲﾝﾀー ﾈｯﾄ･ﾒー ﾙ，他人の参加率

では 5%，謝金の有無では都心活性化を目的とした都心でしか

使えない1万円の商品券（100名）が有効である． 

参加頻度を向上させるためには，調査形式ではPT形式，回

答時間では30分，周知媒体ではｲﾝﾀー ﾈｯﾄ･ﾒー ﾙ，他人の参加率で

は5%，謝金では公共交通活性化を目的とした1000円分のﾊ゙ ｽ

ｶー ﾄ゙（1000名）とするのがよい．謝金については当選確率が高

いものの方が参加頻度を上昇させ，参加率については参加率

5%の時に参加頻度を上昇させ，20%の時参加頻度を下降させる

ことも分かった． 

表1 自己申告調査参加者の代表性 

属性 
ﾊ゚ ｲﾛｯﾄ調査 SP調査 

参加者 全ｻﾝﾌ゚ ﾙ 参加者 全ｻﾝﾌ゚ ﾙ 

性別 
男性 54.9% 51.5% 53.4% 50.0% 
女性 45.1% 48.5% 46.6% 50.0% 

年齢 

10代 3.4% 3.4% 4.1% 5.6% 

20代 7.7% 8.0% 11.9% 15.2% 

30代 15.7% 17.1% 18.6% 19.1% 

40代 14.0% 15.4% 16.5% 16.1% 

50代 25.1% 25.1% 16.2% 15.9% 

60代以上 34.1% 31.0% 32.7% 28.1% 

職業 

会社員 34.0% 37.1% 34.7% 35.7% 

公務員・教職員 3.4% 4.0% 3.6% 3.5% 

自営業 - - 7.4% 7.0% 

ﾊ゚ ﾄー･ｱﾙﾊ゙ ｲﾄ 8.5% 8.6% 11.4% 11.5% 

主婦・主夫 22.1% 19.4% 19.5% 19.6% 

学生 5.5% 5.7% 6.1% 7.9% 

無職 17.4% 15.4% 14.8% 12.3% 

その他 9.1% 9.8% 2.5% 2.5% 

最終
学歴 

中学校以下 4.7% 4.0% 1.2% 2.0% 

高校 37.9% 34.3% 24.2% 25.5% 

短大･高専･専門学校 23.0% 23.4% 22.2% 22.4% 

大学 30.6% 33.7% 46.7% 44.3% 

大学院 3.0% 3.4% 5.5% 5.4% 

その他 0.9% 1.2% 0.2% 0.4% 

ｲﾝﾀｰ
ﾈｯﾄ
利用
頻度 

毎日 - - 93.4% 91.7% 

週に数回 - - 6.0% 7.1% 

週に１回 - - 0.3% 0.6% 

月に数回 - - 0.2% 0.3% 

月に１回 - - 0.1% 0.1% 

滅多に使わない - - 0.0% 0.2% 

公共
活動
への
参加
義務 

非常にあると思う 4.0% 3.4% 8.1% 5.8% 
あると思う 48.6% 44.7% 57.1% 44.3% 

どちらでもない 41.7% 44.7% 27.2% 37.0% 

ないと思う 5.1% 6.8% 6.3% 9.9% 

全くないと思う 0.6% 0.4% 1.3% 3.0% 

ﾎﾞﾗﾝ
ﾃｨｱ
活動 

興味あり・経験あり 40.0% 36.2% 28.0% 22.4% 

興味あり・経験なし 24.6% 22.1% 52.9% 47.4% 

興味なし・経験あり 0.0% 0.0% 8.1% 10.2% 

興味なし・経験なし 35.4% 41.7% 11.0% 20.0% 

 

SP参加意向ﾓﾃ゙ ﾙを推定した結果，「調査形式がAD形式」，

「回答時間が 30 分」，「活用目的が長期戦略」，「周知媒体

が新聞」と「謝金がなし」というのが最も参加しにくい条件で

あることが分かった．前述の順序づけﾌ゚ ﾛﾋ゙ ｯﾄﾓﾃ゙ ﾙの推定結果を

用いて「他人の参加率」別に算出した参加確率を図 1 に示す．

その結果，最も厳しい参加条件でも，2～3割の参加が見込まれ

ることが分かった． 

 

6. おわりに 

6.1 自己申告型調査手法の公共的受容性 

2008年3月に広島県民を対象に実施したｳｪﾌ゙ 調査（235人）

の結果，40.7%が自己申告型調査の導入に賛成すると答えた．

この割合は導入の反対率9.8%を大きく上回った．導入に中立的

な立場を示したのは約半分の被験者でした．参加意向を示した

のは全ｻﾝﾌ゚ ﾙの76.7%であった．2008年12月に東京23区と政

令指定都市の住民を対象に実施したｳｪﾌ゙ SP調査の結果，最も

厳しい参加条件でも2～3割の参加が見込まれる．これらの分 



表3 SP参加モデルの推定結果 

推定値 推定値
調査形式 トリップ　(アクティビティ＝0) 0.429 ** 0.166 **

回答時間 15分　(30分＝0) 0.434 ** -0.012 *

データの
活用目的

インターネット・メール 0.603 ** 0.088 **

新聞 -0.108 0.009

テレビ -0.083 0.087 **

ポスター・チラシ
5% 0.408 ** 0.136 **

20% -0.008 -0.064 **

50%
1000円バスカード 0.632 ** 0.350 **

1万円商品券 0.746 ** 0.209 **

10万円現金 0.733 ** 0.154 **

なし
10代 -0.546 ** 0.033 *

20代 -0.468 ** 0.209 **

30代 -0.080 0.307 **

40代 -0.146 * 0.077 **

50代 -0.069 0.183 **

60代 -0.072 0.305 **

70代以上
性別 男性　(女性＝0) 0.156 ** 0.243 **

非常にあると思う 0.682 ** 0.760 **

公共活動に あると思う 0.521 ** 0.305 **

対する市民の どちらでもない
参加義務 ないと思う -0.183 ** -0.197 **

全くないと思う -0.624 ** 0.816 **

興味があり，参加経験もある 0.338 ** -0.036 **

興味はあるが，参加経験はない 0.316 ** -0.053 **

興味はないが，参加経験はある 0.193 ** -0.086 **

興味がなく，参加経験もない
定数項 0.076 1.650 **

閾値3　θ3 2.058 **

閾値2　θ2 0.973 **

閾値1　θ1 0.000

初期尤度 -7708.8 -46343.5

最終尤度 -4932.2 -13804.0

尤度比 0.360 0.702

サンプル数 4000 2008

**：1％有意　*：5％有意

説明変数

0.574 ** -0.072 **

参加意向モデル 参加頻度モデル

短期施策　(長期戦略＝0)

周知媒体

他人の参加率

謝金の有無

年代

ボランティア
活動への

興味・経験

 

27.84%

43.21%

42.89%

37.17%

35.67%

35.75%

27.91%

18.16%

18.34%

7.08%

2.96%

3.02%
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図1 最も厳しい条件での参加意向 

 

析の結果から，提案した自己申告型調査の公共的受容性が高く，

その導入の実践的な価値が高いと結論づけることができる． 

6.2 自己申告型調査システムの形態 

広島県民を対象に実施したｳｪﾌ゙ 調査の結果 2)，好まれる調査

媒体として，ﾊ゚ ｿｺﾝでのｳｪﾌ゙ 調査が最も好まれる結果(44.7%）

となった．2 番目に好まれる媒体は電子ﾒー ﾙによる調査(22.2%)

で，従来の紙媒体を好むのが18.3%であった．これは今回の調

査がｳｪﾌ゙ 上での実施による影響があることを否定することがで

きないが，H20年度のｲﾝﾀー ﾈｯﾄ利用普及率が75%であること4)

を考えると，今後，ｳｪﾌ゙ 上において自己申告型調査ｼｽﾃﾑを構築

することは実用性が高いと言える． 

6.3 自己申告型調査の参加促進の方法 

調査協力の見返りとして，協力謝金や何らかのﾎ゚ ｲﾝﾄを求める

被験者が少なくなかった．また，ｲﾝｾﾝﾃｨﾌ゙ を提供する場合，参

加者間で平等でより多くの人がもらえるような与え方が調査へ

の参加を促進する効果がより高いことが分かった．今後，調査

費用の削減を考えると，謝金に頼らず，協力者にとって納得の

いく見返り制度をどう設計するかが自己申告型調査の成否を握

る．そのため，個人情報の適切なｾｷｭﾘﾃｨ管理，行政と市民との

信頼関係の醸成を図ると同時に，調査ｼｽﾃﾑに広告を掲載するな

ど民間の協力・活用も視野に入れて調査ｼｽﾃﾑの構築や運営など

を工夫する必要がある．また，調査への参加率を高めるために，

市民にどう周知するかは重要である．ﾃﾚﾋ゙ ，ｲﾝﾀー ﾈｯﾄや新聞など

人々 の生活に密着した存在となっているﾏｽﾒﾃ゙ ｨｱによる周知が

効果的である．さらに，他人の参加率が被験者の参加に影響を

与えることが明らかになったことで，調査実施のためのｷｬﾝﾍ゚ ｰ

ﾝを展開する際に，他人の参加率の表示に注意する必要がある． 

6.4 今後の展望方向 

まちづくりに必要な様々 な調査は多くの行政部門において実

施されているが，特に市民生活行動に関する調査項目に重複す

るものが多く，調査の効率化を図る必要がある．まちづくりに

必要な調査項目をﾊ゚ ｯｹー ｼ゙ 化し，部門横断型調査として実施でき

れば，調査費用の削減だけではなく，部門連携によるまちづく

りのきっかけにもなる可能性があると考えられる． 

6.5 課題 

自己申告型調査ｼｽﾃﾑを構築するための初期投資が必要である

が，実施費用は既存の調査手法と比べて安い．これについては，

今後，特に，ｳｪﾌ゙ 調査ｼｽﾃﾑならではのｺｽﾄにどのようなものが含

まれるかについて明らかにする必要がある． 

ｳｪﾌ゙ 調査ｼｽﾃﾑの導入は効率性が高いと考えられるが，ｲﾝﾀー ﾈｯ

ﾄを利用していない人々 (H20 年度の全国平均25%)の行動につ

いて，ｲﾝﾀー ﾈｯﾄの普及を図ると同時に，例えば，PCを保有して

いない市民に対して，例えば公共施設でのｱｸｾｽを可能にするよ

うな工夫が必要であろう． 

本研究では母集団代表性について被験者の属性に着目して評

価を行ったが，行動結果の代表性についても明らかにする必要

がある．また，前出のｲﾝﾀー ﾈｯﾄ非利用者を考慮した母集団の代表

性をどのように保証するかについて，調査手法やﾃ゙ ﾀー補完手法

など，様々 な視点から検討を重ねることが求められる． 

自己申告型調査への参加率と参加頻度を向上させるために，

広報や宣伝などのｷｬﾝﾍ゚ ﾝー活動を無視することはできない．ﾏー ｹ

ｯﾃｨﾝｸ゙ や社会心理学的なｱﾌ゚ ﾛー ﾁなどを活用し，効果的なｷｬﾝﾍ゚ ｰ

ﾝ方法を模索することが欠かせない． 

自己申告型調査は万能の調査手法ではない．実際の応用場面

において，既存の調査手法や他の新しい調査手法とどう組み合

わせて使用すべきかについて検討することも重要である． 
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